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　まちづくりにおける「重点課題」と「経営課題」の解決に向けた、全市的に取り組むべきプロジェク
トです。

重点課題の解決に向けたプロジェクトでは、人口構造の変化にともなう諸課題の解決を目指します。

経営課題の解決に向けたプロジェクトでは、人口減少に伴い税収等が縮小していくなかでも持続可
能で住みやすいまちづくりを進めるために、行政施策をより効果的・効率的に展開することができ
るよう必要な取組を行います。

1　重点プロジェクトとは

子育てしやすい環境をつくる

効果的・効率的な仕組みを構築する

若年者が回帰したくなる環境をつくる

心身ともに健康な高齢者を増やす

①子ども・子育て支援

①持続可能な行政経営

②移住・定住の促進

③超高齢社会への対応

重点課題（持続可能なまちを創るための課題）

経営課題（実効性のある計画とするための課題）

対応方針

対応方針

期間について

推進体制について

運用方法について

　基本計画期間と同様に 10年（ただし 5年単位で見直し）とします。

　各プロジェクトの取組を所管する部署が連携して推進します。効果的・効率的な目標達成に向けて、
必要に応じて民間企業や団体、住民の方々等と連携のうえ推進します。

　各プロジェクトに設定された目標をより効果的・効率的に解決改善するため、毎年度事務事業を見
直し、取組を推進します。

前述の「施策」では、行政分野別に取組を行うのに対し、「重点プロジェクト」では、特に重点的に取り
組むべき課題に主眼をあて、設定した課題ごとに、解決に必要となる取組を取り出して整理します。

↑
↑

「施策」と「重点プロジェクト」の違いについて

第 3章　重点プロジェクト
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2　各重点プロジェクトの概要
（1）重点課題の解決に向けた取組

（２）経営課題の解決に向けた取組

課題①②（子ども・子育て支援、移住・定住の促進）の一体的な解決を目指す取組

課題③（超高齢社会への対応）の解決を目指す取組

若者や子どもであふれるまちプロジェクト

市民が健康で元気なまちプロジェクト

持続可能で選ばれるまちプロジェクト

解決・改善を図りたいこと

解決・改善を図りたいこと

解決・改善を図りたいこと

・ 若年者の社会流入を改善するための
取組を推進します。

・ 中高年や高齢者が健康で社会で活躍
できるための支援を行います。

・ 行政資源が縮小していくなかでも市
民生活をより良いものにしていくた
めに、より効果的・効率的な行政施
策の展開を行うための仕組みづくり
を行います。

・ 子どもを産み育てやすい環境の構築
を行います。

若者の地元
回帰の促進

健康増進に
向けた支援

戦略的広報
の推進

子どもを産み育
てたいと思える
環境づくり

生きがい創出・
多様な活躍に向
けた環境整備

行財政改革
の推進

「郷土愛」の
醸成に向けた
教育の推進

介護予防
の推進

市民参画
の推進

若者や子どもであふれるまち

市民が健康で元気なまち

持続可能で選ばれるまち
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若者や子どもであふれるまちプロジェクト

重点プロジェクト１

目指す状態

現状

方針

取組

推進体制

　若年者の減少は、雇用・消費の縮小をはじめ、結婚・出産など将来の担い手確保にも影響が及びま
す。本市では、高等教育機関に進学する年齢層が転出超過となる一方、卒業年次の年齢層の転入は転
出の約半数程度に留まることが、若年者減少の原因となっています。また、若年者人口が減少するこ
とに伴い、年少人口が減少し続けています。

　全国的な若年者の社会動態の傾向としては、社会人１年目、３年目、結婚・出産期など、人生の節
目に転居を検討する傾向にあります。そのため、それぞれのライフステージにおいて、本市で働き暮
らしたい、子どもを産み育てたいと思えるような仕組みづくりを行います。

●若者の地元回帰の促進
●子どもを産み育てたいと思える環境づくり
●「郷土愛」の醸成に向けた教育の推進

総合政策課、子育て推進課、農林課、商工観光課、学校教育課、社会教育課

図表 39　年齢階級別人口移動（2010-2015）（再掲）

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「人口動向分析・将来人口推計のための基礎データ」

合計特殊出生率
1.59

▲ 188人若年者※の社会増減数

（2018年）

（2020年）（前年 10月から当年 9月まで）

指　標　名 現　状　値 目指す方向

↑

↑

※ 若年者とは、15歳から 34歳までの者を指す（総務省、厚生労働省等の取扱を参考）。
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歳
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〜
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プロジェクト推進のイメージ

教育・保育環境
の充実

子育て相談や
情報提供の充実

子育ての経済的
支援

子育てしやすい
就労環境づくり

若者の就業支援

地域とともに
ある学校づくり

創業・就農の支援

青少年教育の
推進

移住を促す
情報発信

ふるさと意識
の醸成

・多様な保育事業
・臨時的預かりの充実

・育児相談・教室の開催
・子育て支援センターの運営

・医療費の助成
・多子世帯の保育料免除

・ワーク・ライフ・バランス推進
・離職防止の支援

・地元企業の情報発信
・企業と求職者とのマッチング

関連施策
4-5-②

目指す状態 取組内容

関連施策
2-4-②

関連施策
1-2-①

関連施策
1-3-①
関連施策
1-3-①

関連施策
4-5-①

関連施策
1-3-②

関連施策
7-2-②

関連施策
2-2-②

関連施策
7-2-④

関連施策
2-5-①

・ふるさと学習の充実
・コミュニティスクールの推進

・起業・創業意欲の醸成
・新規就農の支援

・ 青少年ボランティア活動の
推進

・移住相談体制の充実
・首都圏等への情報発信

・歴史や文化を知る機会の増加
・地域の伝統行事、まつりの学習

若者の地元回帰の促進

「郷土愛」の醸成に向けた教育の推進

子どもを産み育てたいと思える環境づくり

若
者
や
子
ど
も
で
あ
ふ
れ
る
ま
ち

「
合
計
特
殊
出
生
率
」
・
「
若
年
者
の
社
会
増
減
数
」
の
改
善
が
図
ら
れ
る

「
新
庄
に
住
み
働
き
た
い
」

と
思
う
人
が
増
え
て
い
る

新
庄
が
好
き
な
子
ど
も
た
ち
が

増
え
て
い
る

「
新
庄
は
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い
」

と
思
う
人
が
増
え
て
い
る
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市民が健康で元気なまちプロジェクト

重点プロジェクト 2

目指す状態

現状

方針

取組

推進体制

　65歳以上の高齢者は 2025年まで増加し続け、特に 85歳以上の人口は 2040年まで増加し続ける
見込みです。高齢者人口の増加により、2045年には総人口の約半数が 65歳以上になると推計され
ています。

　人口の約半数が高齢者になると予想されているなか、これまで以上に福祉の充実を図るとともに、
趣味や仕事に意欲的で健康意識が高く、活発な市民が増えることが、まちの持続可能性を確保するた
めには必要となります。そのため、将来を見越して、市民の健康保持に向けた取組を行います。

●健康増進に向けた支援
●生きがい創出・多様な活躍に向けた環境整備
●介護予防の推進

総合政策課、成人福祉課、健康課、社会教育課

平均自立期間（男女別）
男性：78.0年
女性：83.1年

14.9％高齢人口に対する要介護認定率

（2019年）

（2019年）

指　標　名 現　状　値 目指す方向

↓

↑

図表 40　老年人口の推計（再掲）

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（2018年推計）
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2020

11,463
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11,554
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10,099
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10,000

12,000

（人）

5,059 5,406 5,078 4,577 4,024 3,941 3,917

4,045 3,756 4,062 4,367
4,126 3,748 3,314

65～ 74歳 75～ 84歳 85歳以上

1,956 2,301 2,414 2,400
2,710 2,890

2,868

85歳以上
は 30年間で
47%増加
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プロジェクト推進のイメージ

生涯学習の充実

高齢者の
社会参画の推進

生涯スポーツの
推進

高齢者の健康
づくり

健康保持増進の
活動支援

介護予防の推進

・多様な学習機会の提供

・高齢者の活動の場の提供
・高齢者の地域参画

・多様なスポーツ機会の提供
・ 総合型地域スポーツクラブの
体制整備

関連施策
2-6-①

関連施策
3-4-③

関連施策
2-4-①

関連施策
3-4-①

関連施策
3-1-①

関連施策
3-1-⑤

・健康診査の実施
・フレイル対策の推進

・主体的な健康づくりの推進

・介護予防プログラムの実施
・介護予防サービスの充実

健康増進に向けた支援

介護予防の推進

生きがい創出・多様な活躍に
向けた環境整備

市
民
が
健
康
で
元
気
な
ま
ち

「
平
均
自
立
期
間
」
・「
高
齢
人
口
に
対
す
る
要
介
護
認
定
率
」
の
改
善
が
図
ら
れ
る

自
ら
健
康
づ
く
り
を
実
践

す
る
市
民
が
増
え
る

介
護
を
必
要
と
し
な
い

高
齢
者
等
が
増
え
る

活
き
活
き
と
活
躍
す
る

市
民
が
増
え
る

目指す状態 取組内容
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持続可能で選ばれるまちプロジェクト

重点プロジェクト 3

目指す状態

現状

方針

取組

推進体制

　本市の人口は、今後も減少が続くことが予想され、それに伴い地方税等の自主財源は伸び悩むこと
が考えられます。一方で、社会保障費等の扶助費は増加傾向にあり、さらに財政状況が厳しくなる可
能性があります。また、市民ニーズの多様化により行政サービスは増加傾向にあります。

　今後、人口・財政規模が縮小していく一方で、多様化する市民ニーズに対応し、市民生活の豊かさ
を追求するために、限りある資源を活用し、さらに効果的・効率的な行政サービスを行います。

●戦略的広報の推進
●行財政改革の推進
●市民参画の推進

総務課、総合政策課、財政課、社会教育課

「普段の生活に必要な市の情報が伝わっている」と

回答した市民の割合
（市民アンケート）

業務の効率化に向けた取組件数

地域づくり協議会設立数

－

－

0件

（新　規）

（新　規）

（2019年）

指　標　名 現　状　値 目指す方向

↑

↑

↑

図表 41　一般会計の歳出額（再掲）

出典：地方財政状況調査

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

投資的経費

維持補修費

積立金

物件費

投資・出資金・貸付金

公債費

繰出金

扶助費

補助費等

人件費

（億円）

0

60

140

20

80

160

40

120

100

180

30.3 29.0 27.2 26.9 27.2 26.2 24.4 24.4 24.0 22.8 23.2 23.1

15.3 15.1 15.8 21.5 22.4 22.8 23.5 25.9 26.7 32.7 34.2 34.3
20.9 19.9 18.8 17.1 16.9 16.5 16.3 15.8 14.1 14.0 13.8 14.4

22.3 24.1 29.0 21.4 21.4 20.3 19.8 19.7 22.1
22.7

23.4 20.1

4.3 3.5 4.3 7.6 9.7 10.2 9.2 9.4 6.2
6.8 10.9 8.9

17.0 16.8 17.1 16.9 17.2 17.6 17.4 16.9 18.1
17.6

18.0 17.3
132.3 131.4

145.6 150.1 147.8 154.5
164.3

172.8
163.4 169.7 171.0 167.0

11.8 11.6 14.2 16.0 16.7 16.6 17.1 17.2 17.0 20.5 22.7 21.5

7.7 6.4
13.4 11.1 10.4 16.7 25.3 35.6 19.5 20.0 15.9 14.5

社会保障費等
の扶助費は
2.2倍増加
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プロジェクト推進のイメージ

業務の効率化

計画的な
財産管理

職員が力を発揮
できる環境整備

知りたいことが
伝わる情報発信

市民活動の
育成・支援

知らせたいことが
伝わる情報発信

地域課題に対応
できる体制整備

市の魅力が
伝わる情報発信

・行政のデジタル化の推進
・公民連携の推進

・公共施設等の利用最適化
・公共施設等の長寿命化推進

・専門分野を含めた人材育成
・戦略的な組織運営

・多様な情報媒体の活用
・市民からの情報収集

関連施策
7-1-①

関連施策
8-1-①

関連施策
8-3-①

関連施策
8-3-③

関連施策
8-2-②

関連施策
7-1-②

関連施策
2-4-⑤

関連施策
7-1-③

・市民活動、地域活動の支援

・職員の広報意識の醸成

・地域づくり支援
・地域リーダーの育成

・コンテンツごとの情報整備
・ふるさと納税の効果的な活用

戦略的広報の推進

市民参画の推進

行財政改革の推進
持
続
可
能
で
選
ば
れ
る
ま
ち

「
行
政
情
報
の
伝
達
度
」
が

向
上
す
る

事
務
の
効
果
・
効
率
が

向
上
す
る

地
域
づ
く
り
協
議
会
が

設
立
さ
れ
る

市
の
事
業
や
魅
力
が

多
く
の
人
に
伝
わ
っ
て
い
る

行
政
と
地
域
が
連
携
し
た

ま
ち
づ
く
り
が
行
わ
れ
て
い
る

効
果
的
・
効
率
的
に

行
政
サ
ー 
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
て
い
る

目指す状態 取組内容


